
とやま中央会ＦＡＸ情報 №７２４                             1 

とやま中央会 FAX 情報 

２０２６．４．１５ 発行 №７２５ 
 

令和8年度「価格転嫁サポート補助金」の 

募集について 

－ 富山県 － 

富山県では、県内の中小企業・小規模事業者の適切な価格転嫁を推進するため、価格転嫁による経営

改善を図る企業に対して、コンサルティング費用の支援を行う「価格転嫁サポート補助金」を実施しま

す。 
 

１．補助対象者 

富山県内に事業所を有する中小企業・小規模

事業者 

※個人事業主も対象となります。 

※申請にあたっては、県内金融機関の価格転

嫁推進サポーター又は中小企業支援実施機関

の経営指導員等から推薦を受ける必要があり

ます。 

２．補助対象経費 

 価格転嫁を含む経営改善を目的とするコンサ

ルティング費用 

（参考）コンサルティング対象となる内容の例 

 ・価格交渉方法のアドバイス 

 ・価格転嫁による利益拡大の戦略策定支援  

３．補助率・補助上限 

 補助率：補助対象経費の２分の１以内 

 補助上限：２５万円 

４．募集期間 

 令和８年４月１日（水）～１１月３０日（月） 

※事業実施期間は交付決定のあった日から令和

９年１月２９日（金）までとなります。 

※予算上限額に達し次第、受付を終了します。 

 採択予定件数：４０件程度 

５．申請方法 

 富山県のホームページより、交付申請書をダ

ウンロードの上、富山県商工労働部地域産業振

興室経営支援課にご提出ください。 

６．申請・お問い合わせ先 

 富山県商工労働部地域産業振興室経営支援課 

 地域産業・商業活性化担当 

 〒930-8501 富山市新総曲輪1-7 

県庁東別館４階 

 ＴＥＬ．０７６－４４４－３２４９ 

 

◇ 中東情勢等を踏まえた中小企業・小規模事業

者向け支援について 

 

中小企業庁では、昨今の中東情勢や原油価格

高騰などにより影響を受ける中小企業・小規模

事業者向けに、以下の支援措置を実施していま

す。 

 

１．「中東・ウクライナ情勢・原油価格上昇等に 

関する特別相談窓口の設置」 

 全国の日本政策金融公庫、沖縄振興開発金融

公庫、商工組合中央金庫、信用保証協会、商工会
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議所、商工会連合会、中小企業団体中央会及びよ

ろず支援拠点、全国商店街振興組合連合会、中小

企業基盤整備機構各地域本部及び各地方経済産

業局に設置されております「ウクライナ情勢・原

油価格上昇等に関する特別相談窓口」を「中東・

ウクライナ情勢・原油価格上昇等に関する特別

相談窓口」に令和８年３月２３日付で拡充し、困

難な状況に直面している中小企業者に対する資

金繰りや経営に関する相談を受け付けています。 

２．政府系金融機関等による対応 

 日本政策金融公庫等が実施するセーフティネ

ット貸付の要件を緩和し、支援対象を、中東情勢

により今後の影響が懸念される事業者にまで拡

大します。なお、原油価格高騰をはじめとする原

材料・エネルギーコスト増の影響を受けており、

一定の要件を満たす場合には、金利の引下げを

実施しています。加えて、４月１日より、中東情

勢による取引・生産の減少や停止等の影響を受

けており、一定の要件を満たす場合にも、金利の

引下げの対象となるよう要件を拡充しました。 

３．関係機関に対する要請 

⑴中東情勢を踏まえた金融上の対応について 

 今般の中東情勢の影響を踏まえた事業者の資

金調達の円滑化が求められていることを踏まえ、

関係省庁とともに、官民金融機関等に対して事

業者支援の徹底等を要請しました。 

⑵価格転嫁・取引適正化について 

 今般の中東情勢の影響による原材料価格やエ

ネルギーコストの上昇に伴い、中小企業・小規模

事業者の収益が圧迫されることが懸念される中

にあっても、賃上げの継続が重要であり、適切な

価格転嫁が行われるよう、関係省庁とともに、関

係業界団体及び各府省庁等・地方公共団体に対

して要請しました。 

４．その他 

 経済産業省では、中東情勢関連の情報ワンス

トップポータルを開設しております。 

支援措置等の詳細につきましては、中小企業

庁ホームページをご覧ください。 

 

◇ 「富山県人材確保・活躍パッケージ」につい

て 

 

富山県では、労働供給制約を背景とした、県民

生活の維持に不可欠なエッセンシャルワーク分

野をはじめとする深刻な人材不足を乗り越える

ため、総合的施策「富山県人材確保・活躍パッケ

ージ」をまとめました。 

このパッケージには、「人材確保」「働き方改

革」「人材育成」「省力化・省人化」を大きな柱

に、県民の皆様とともに進める多様な支援策（総

事業数２７７本）を盛り込んでおりますので、ぜ

ひご活用ください。 

また、富山県人材確保・活躍パッケージの特設

サイトを開設しており、パッケージの各施策に

ついて、県民や事業者の皆様が「自らが支援対象

となるかどうか」をブラウザ上で容易に検索・抽

出できる仕組みを構築し、直感的で分かりやす

い情報発信を図っています。 

 

◇ 「コシヒカリの５月１５日を中心とした田 

植え」等の推進について 

 

 富山県米作改良対策本部では、富山米の品質・

食味の向上を図るため、「コシヒカリの５月１５

日を中心とした田植え」等の推進に取り組んで

います。 

 本取組みなどにより、令和７年産米の 1 等比

率は、夏の高温等の厳しい条件下においても 

８７．３％となりました。 

令和８年産においても、富山米の品質・食味の

向上に向け、本取組みをはじめ、「温暖化に対応

した米産地」への転換を推進していきたいと考

えています。 

本県農業は兼業農家が大半を占めていること

から、本取組みの推進には企業経営者の皆様方

に格段のご配慮をいただきますようよろしくお

願いいたします。 
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◇ 令和８年度中小企業組合等課題対応支援事

業（第２次募集）のご案内 

 

全国中小企業団体中央会では、中小企業者が

経済的・社会的環境の変化に対応するため、新た

な活路の開拓、単独では解決困難な諸問題、その

他中小企業の発展に寄与するテーマ等について、

中小企業組合、一般社団法人、共同出資組織、任

意グループ等が改善するための取組みを支援す

る、中小企業組合等課題対応支援事業を行いま

す。 

このたび、４月１日～５月２２日まで第２次

募集を行いますのでご応募をお待ちしておりま

す。 

 

１．補助対象となる事業の種類 

（1）中小企業組合等活路開拓事業（展示会等

出展・開催を含む） 

（2）組合等情報ネットワークシステム等開発

事業 

（3）連合会（全国組合）等研修事業 

２．補助金額、補助率及び補助対象経費 

（1）補助金額 

①中小企業組合等活路開拓事業 

・大規模・高度型※1 上限2,000万円 

（下限100万円） 

・通常型       上限1,200万円 

（下限100万円） 

・展示会等出展・開催 上限1,200万円 

（下限なし） 

②組合等情報ネットワークシステム等開発事業 

・大規模・高度型※1 上限2,000万円 

（下限100万円） 

・通常型       上限1,200万円 

（下限100万円） 

③連合会（全国組合）等研修事業 

            上限300万円 

（下限なし） 

※1：大規模・高度型は、補助金申請予定額が

1,200万円を超え、なおかつ事業終了後３年間以

内に組合等又は組合等を構成する組合員、会員

等の構成員の「売上高が 10％以上増加すること

が見込まれる」又は「コストが10％以上削減 さ

れることが見込まれる」事業が該当します。 

（2）補助率 

補助対象経費の10分の6の範囲内（全事業

共通） 

３．応募書類 

（1）組合等の概要 

（2）事業計画書 

（3）経費明細表及び資金の調達方法 

添付書類 

・定款、規約等 

・事業報告書及び決算関係書類 

・事業計画書及び収支予算書 

・組合員（構成員）名簿 

・役員名簿等 

４．募集期間 

 ４月１日（水）～５月２２日（金） 

 詳細は、全国中小企業団体中央会のホームペ

ージでご確認ください。 

５．お問合せ先 

全国中小企業団体中央会 

ＴＥＬ．０３－３５２３－４９０５ 

（平日9:30～11:30、13:30～16:30） 

 

ファーストバンクの各種ローンは 
スマホで簡単！Web 完結♪24 時間申込 OK！！ 
 

詳しくは富山第一銀行のホームページをご確認ください 
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◇ 「令和８年経済センサス-活動調査」が実施

されます。 

 

6月1日を期日として、全国すべての事業所・

企業のみなさまを対象に、「令和 8 年経済セン

サス-活動調査」が実施されます。 

 

１．経済センサス-活動調査とは 

 経済活動の多角化に合わせて平成24年にスタ

ートした調査で、総務省・経済産業省・都道府県・

市区町村が行っています。今回で 4 回目の調査

になります。 

「経済の国勢調査」として、全ての事業所・企

業を対象に経済の「いま」を明らかにする極めて

重要な調査です。 

２．調査の目的 

全産業分野の売上（収入）金額や費用などの経

理項目を同一時点で網羅的に把握し、我が国に

おける事業所・企業の経済活動を全国的及び地

域別に明らかにすることを目的としています。 

３．調査事項 

 名称、所在地、経営組織など、基本的な項目に

加えて、事業内容、売上・費用、設備投資など、

企業の経済活動について調査します。 

４．調査の方法 

(1)調査員調査（主に単独事業所及び新設事業所） 

令和８年４月にインターネット回答用の書類

が郵送されます。インターネットでご回答くだ

さい。 

インターネット未回答の事業所や、新たに把

握した事業所には、調査員が紙の調査票を配布

します。記入した紙の調査票は調査員が回収し 

ます。 

(2)直轄調査（主に支社を有する企業等） 

インターネットでの回答を基本とし、令和８

年５月頃にインターネット回答用の書類が郵送

されます。インターネットでご回答ください。 

紙の調査票は、ご要望があった場合に国が委

託する民間業者から送付されます。送付されま

したら、紙の調査票に記入し、ご回答ください。 

５．結果の利用 

調査結果は、国や地方公共団体における行政施

策の立案や、民間企業における経営計画の策定

など、社会経済の発展を支える基礎資料として

広く活用されます。 

 

◇ 中央会令和８年度通常総会開催について 

 

 本会では第７１回令和８年度通常総会を下記

のとおり開催いたします。 

 正式なご案内は、５月１３日(水)に開催する

役員会において提出議案の承認を受けた後、決

算関係書類とともに発送させていただきますが、

あらかじめ日程にお加えいただきたくお願いし

ます。 

 

１．開催日時 

令和８年５月２９日（金）午後２時～ 

２．開催場所 

富山商工会議所ビル１０階 大ホール 

（富山市総曲輪２－１－３） 

３．お問い合わせ 

 富山県中小企業団体中央会 総務課 
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